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     2020 年 6 月 1日 

各 位 

株式会社 宮崎銀行 

「みやぎんＳＤＧｓ応援私募債(愛称：With 未来
みらい

)」の取り扱い開始について 

 
 株式会社宮崎銀行(頭取 平野 亘也)は、地域経済の持続的な成長･発展に貢献するため、 

「みやぎんＳＤＧｓ応援私募債(愛称：With 未来
み ら い

)」の取り扱いを開始しましたのでお知らせ 

いたします。 

 本商品は、発行企業のSDGsへの取り組みを応援するとともに、発行時にいただく引受手数料の 

一部を、当行が指定する「SDGsの概念に資する活動をしている団体」へ金銭寄付するものです。 

引き続き当行は、地域経済の活性化ならびに地元企業の皆さまの幅広いニーズにお応えするため、 

サポートを一層強化してまいります。  
記  

商品概要 

種 類 銀行保証付私募債 

名 称 みやぎんＳＤＧｓ応援私募債(愛称：With 未来
み ら い

) 

対象企業 
(適債基準) 

1. 銀行保証付私募債の適債要件を満たす企業 

2. SDGsに資する「取り組みを実践している」もしくは、「実践しようとしている  

取り組み」がある企業 

※発行時の当行ニュースリリースにて、上記取り組みを公表いたします。 

⇒私募債発行企業が取り組むSDGs活動のPRが可能となります。 

寄付総額 「みやぎんＳＤＧｓ応援私募債」発行金額の0.2％ 

寄付の仕組み 

1. 私募債発行に際し、当行所定の引受手数料をいただきます。 

2. その引受手数料の一部を活用し、当行が指定する「SDGsの概念に資する活動を

している団体」へ、毎年9月末･3月末に当行名義にて金銭寄付を行います。 
 

＜当行が指定する「SDGsの概念に資する活動をしている団体」＞ 

① 宮崎県(新型コロナ宮崎復興応援寄附金) 

新型コロナウイルスの影響からの再生に向けた支援を行っています。 

② 宮崎県共同募金会(赤い羽根募金) 

子どもや高齢者･障がい者などを支援する福祉活動や、被災地支援に取り組む 

民間団体の支援を行っています。 

③ ピンクリボン活動みやざき         

乳がんの早期発見、早期診断、早期治療の重要性を訴えるための活動を行って 

います。 

④ 日本赤十字社 宮崎県支部   

国内災害救護・国際活動・血液事業・防災教育や救急法などの普及等を行って 

います。 

⑤ 高等教育コンソーシアム宮崎（新型コロナウイルス対策） 

   宮崎県内の大学・短大・高専が連携して、コロナ禍で困窮する県内学生の   

就学支援および教育・研究の質向上に取り組んでいます。 

⑥ 地球環境基金（独立行政法人 環境再生保全機構） 

  環境保全活動を行う民間団体（NGO・NPO）への支援や、環境保全活動を行う   

次世代の人材育成を行っています。 

※寄付先は、取り扱い開始時点のものであり、今後見直す場合があります。 

取扱開始日 2020年6月1日(月) 

以 上 



                              

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

対応する SDGs 

   

SDGsとは? 

・「Sustainable Development Goals(持続可能な開発目標)」の略称。2015年9月の国連サミットで

採択された具体的行動指針であり、国連加盟193カ国が2016年～2030年の15年間で達成する 

ために掲げた17のゴール(目標)と169のターゲット(達成基準)から構成されています。 

・地球上の「誰一人取り残さない(leave no one behind)」ことを理念としており、国連に加盟 

する日本を含めたすべての国は、この諸目標を達成すべくさまざまな取り組みを行って 

います。 

・宮崎銀行は「みやぎんSDGs宣言」を制定し、その目標達成に向けて主体的に取り組んでいます。 

 

概念図 

 
 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社宮崎銀行 地方創生部 

担当：長友・奈須  

TEL：0985-32-8329 

(1) 私募債とは、一定の財務水準を満たした優良な企業が、直接金融による資金調達を目的に 

発行する社債です。 

(2) 発行企業にとっての主なメリットは、①無担保･無保証人で長期固定金利による安定した 

資金調達が可能であること、②財務･収益状況における発行条件(適債基準)をクリアしたこと 

により信用力の向上が図れること等があげられます。 

(3)本商品をご利用いただくことで、私募債発行企業が取り組むSDGs活動のPRが可能となります。 

 


